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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電源から供給される電力を１つ以上の受電装置に伝送する送電装置であって、
　前記受電装置の要求電力に基づき、前記受電装置に電力を伝送するために必須のリソー
スである必須割当リソースを前記受電装置に割り当て、割当可能リソース上限と前記受電
装置に割り当てた前記必須割当リソースの総計との差分である余剰リソースを、前記受電
装置の電力伝送特性に基づいて前記受電装置から選択した受電装置に割り当てる電力割当
処理部と、
　前記受電装置に割り当てられた必須割当リソースと余剰リソースを用いて、前記受電装
置に前記電力を伝送する電力伝送部と、
　を備えた送電装置。
【請求項２】
　電力伝送特性推定部をさらに備え、
　前記電力伝送部は、１つ以上の伝送コイルを含み、前記受電装置の受電コイルとの磁気
結合を介して、前記伝送コイルにより電力を伝送し、
　前記電力伝送特性推定部は、前記伝送コイルと前記受電装置の受電コイルとの結合係数
に基づき、前記受電装置の電力伝送特性を推定する
　請求項１に記載の送電装置。
【請求項３】
　前記受電装置と無線通信を行い、前記受電装置で受信される電力を表す情報を取得する
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無線通信部をさらに備え、
　前記電力割当処理部は、前記情報を用いて、前記受電装置の電力伝送特性を計算する
　請求項１または２に記載の送電装置。
【請求項４】
　前記電力伝送部は、時分割により前記受電装置に電力を多重伝送し、
　前記受電装置に割り当てる前記必須割当リソースは、電力フレーム長の一部の送電時間
であり、　前記余剰リソースは、前記受電装置に前記送電時間を割り当てた後に残った前
記電力フレーム長の残り部分の時間である
　請求項１ないし３のいずれか一項に記載の送電装置。
【請求項５】
　前記電力伝送部は、周波数分割により前記受電装置に電力を多重伝送し、
　前記受電装置に割り当てる前記必須割当リソースは、使用周波数帯域に含まれる複数の
周波数のうちの少なくとも１つの周波数と、送電装置が伝送可能な総送信電力の一部の電
力であり、
　前記余剰リソースは、前記受電装置に周波数を割り当てた後に残った周波数と、前記総
送信電力のうち前記受電装置に前記一部の電力を割り当てた後に残った残りの電力である
　請求項１ないし３のいずれか一項に記載の送電装置。
【請求項６】
　前記電力伝送部は、電力の伝送空間を空間分割して前記受電装置に電力を多重伝送し、
　
　前記受電装置に割り当てる前記必須割当リソースは、送電装置が伝送可能な総送信電力
の一部の電力であり、
　前記余剰リソースは、前記総送信電力のうち前記受電装置に前記一部の電力を割り当て
た後に残った残りの電力である
　請求項１ないし３のいずれか一項に記載の送電装置。
【請求項７】
　前記電力伝送特性は、前記受電装置の電力伝送効率と、前記受電装置の要求電力とに応
じて定まる
　請求項１ないし６のいずれか一項に記載の送電装置。
【請求項８】
　前記電力割当処理部は、前記受電装置の要求電力と前記受電装置の電力伝送効率の商で
ある必須送電電力に基づいて、前記受電装置に前記必須割当リソースを割り当てる
　請求項１ないし７のいずれか一項に記載の送電装置。
【請求項９】
　前記電力割当処理部は、前記必須送電電力に基づいて前記受電装置に前記必須割当リソ
ースを割り当てた結果、前記受電装置に割り当てる前記必須割当リソースが足りなくなっ
た場合は、前記受電装置の中から前記必須割当リソースを割り当てない受電装置を選定し
、選定した受電装置には前記必須割当リソースを割り当てない
　請求項８に記載の送電装置。
【請求項１０】
　前記電力割当処理部は、前記受電装置の電力伝送効率に基づき、前記必須割当リソース
を割り当てない受電装置と割り当てる受電装置を選別する
　請求項９に記載の送電装置。
【請求項１１】
　前記電力割当処理部は、前記受電装置において電力が供給される負荷の種類及び前記負
荷の駆動情報に基づき、前記必須割当リソースを割り当てる受電装置と割り当てない受電
装置を選別する
　請求項９に記載の送電装置。
【請求項１２】
　前記負荷の種類は、バッテリーからの給電によって駆動される負荷であるか、バッテリ
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ー以外の給電源によって駆動される負荷であるかを示し、
　前記負荷の駆動情報は、負荷が消費する電力、負荷が要求する電力、またはバッテリー
残量を表す
　請求項１１に記載の送電装置。
【請求項１３】
　前記電力割当処理部は、前記受電装置の電力伝送効率に基づき前記余剰リソースを割り
当てる受電装置を選択する
　請求項１ないし１２のいずれか一項に記載の送電装置。
【請求項１４】
　前記電力割当処理部は、前記受電装置における平均伝送効率に対する瞬時伝送効率の比
に基づき、前記余剰リソースを割り当てる受電装置を選択する
　請求項１ないし１２のいずれか一項に記載の送電装置。
【請求項１５】
　前記電力割当処理部は、前記受電装置における平均要求電力に対する瞬時要求電力の比
に基づき、前記余剰リソースを割り当てる受電装置を選択する
　請求項１ないし１２のいずれか一項に記載の送電装置。
【請求項１６】
　前記電力割当処理部は、前記受電装置において電力が供給される負荷の種類及び前記負
荷の駆動情報に基づき、前記余剰リソースを割り当てる受電装置を選択する
　請求項１ないし１５のいずれか一項に記載の送電装置。
【請求項１７】
　前記負荷の種類は、バッテリーによって駆動される負荷であるか、バッテリー以外の給
電源によって駆動される負荷であるかを示し、
　前記負荷の駆動情報は、負荷が消費する電力、負荷が要求する電力、またはバッテリー
残量を表す
　請求項１６に記載の送電装置。
【請求項１８】
　電源から供給される電力を１つ以上の受電装置に伝送する送電方法であって、
　前記受電装置の要求電力に基づき、前記受電装置に電力を伝送するために必須のリソー
スである必須割当リソースを前記受電装置に割り当て、割当可能リソース上限と前記受電
装置に割り当てた前記必須割当リソースの総計との差分である余剰リソースを、前記受電
装置の電力伝送特性に基づき前記受電装置から選択した受電装置に割り当てる割当処理ス
テップと、
　前記受電装置に割り当てられた必須割当リソースと余剰リソースを用いて、前記受電装
置に前記電力を伝送する電力伝送ステップと、
　を備えた送電方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明の実施形態は、送電装置、受電装置および送電方法に関し、たとえば複数の受
電装置に対して電力伝送用のリソースを割り当てる技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　送電コイル及び受電コイルの電磁的結合を介して行われる無線電力伝送は、その利便性
により様々な機器に採用されている。無線電力伝送では、空間を介して電力の授受を行う
。複数の受電装置に対して電力を伝送する場合，受電装置で受電される際の伝送効率が各
々で異なる。このため、各受電装置に対して必要な電力を供給することが困難である。そ
れに対して、複数の受電装置に対して時分割で電力を伝送するシステムにおいて、割当期
間（割当機会）を、受電装置が要求する電力と結合係数（伝送効率）を基に決定する方法
が知られている。公知例においては必要電力／伝送効率で算出される値を基に、割当期間
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を決定する方法が採用されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特許第4544339号
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】粟井郁雄 他，“共振型ワイヤレス電力伝送に用いる共振器の比較検討
”，IEICE WPT 2010-01
【非特許文献２】小林禧夫 他，“マイクロ波誘電体フィルタ”，電子情報通信学会編，
平成19年3月30日
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来の送電方法においては、割当期間を決定する算出式において伝送効率が分母にある
ため、伝送効率が低い受電装置に多く割当機会を与えてしまい、システム効率が劣化する
という問題があった。また、必要電力が大きい受電装置にも優先的に割当機会を与えてし
まうため、受電装置間に不平等が生じるという問題もある。
【０００６】
　本発明の一側面は、複数の受電装置に対して必要な電力を供給しつつ、システム効率を
改善することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一態様としての送電装置は、電源から供給される電力を１つ以上の受電装置に
伝送する送電装置であって、電力割当処理部と、電力伝送部とを備える。
【０００８】
　前記電力割当処理部は、前記受電装置の要求電力に基づき、前記受電装置に電力を伝送
するためのリソースを前記受電装置に割り当て、前記受電装置に前記リソースを割り当て
た後に残ったリソースである剰余リソースを、前記受電装置の電力伝送特性に基づいて前
記受電装置から選択した受電装置に割り当てる。
【０００９】
　前記電力伝送部は、前記受電装置に割り当てられた必須割当リソースと余剰リソースを
用いて、前記受電装置に前記電力を伝送する。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本実施形態が適用される無線電力伝送システムの一例を示す図。
【図２】本実施形態が適用される無線電力伝送システムの送電装置例１を示す図。
【図３】本実施形態が適用される無線電力伝送システムの送電装置例２を示す図。
【図４】本実施形態が適用される無線電力伝送システムの送電装置例３を示す図。
【図５】本実施形態が適用される無線電力伝送システムの送電装置例４を示す図。
【図６】本実施形態が適用される無線電力伝送システムの送電装置例４を適用した場合の
構成例１，２を示す図。
【図７】本実施形態が適用される無線電力伝送システムの送電装置例４を適用した場合の
構成例３を示す図。
【図８】本実施形態の無線電力伝送装置の第一の構成例を示す図。
【図９】本実施形態の無線電力伝送装置の第一の動作例におけるフローチャート。
【図１０】本実施形態の無線電力伝送装置の第一の動作例における時分割電力フレーム構
成を示す図。
【図１１】本実施形態の無線電力伝送装置の第一の動作例における周波数分割電力割当構
成を示す図。
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【図１２】本実施形態の無線電力伝送装置の第一の動作例における空間分割電力割当構成
を示す図。
【図１３】本実施形態の無線電力伝送装置の第一の動作例におけるPFスケジューリング一
例を示す図。
【図１４】本実施形態の無線電力伝送装置の第二の構成例を示す図。
【図１５】本実施形態の無線電力伝送装置の第二の動作例におけるフローチャート。
【図１６】本実施形態の無線電力伝送装置の第二の動作例の変形例におけるフローチャー
ト。
【図１７】本実施形態の無線電力伝送装置の第三の動作例におけるフローチャート。
【図１８】本実施形態の無線電力伝送装置の第三の動作例の変形例１におけるフローチャ
ート。
【図１９】本実施形態の無線電力伝送装置の第三の動作例の変形例２におけるフローチャ
ート。
【図２０】本実施形態が適用される受電装置を含む無線電力伝送システムの一例を示す図
。
【図２１】本実施形態の無線電力伝送受電装置の第一の構成例を示す図。
【図２２】本実施形態の無線電力伝送受電装置の第一の動作例のフローチャート。
【図２３】本実施形態の無線電力伝送受電装置の第一の動作例の第一～第三の電力情報を
示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下、図面を参照しながら本実施の形態について詳細に説明する。
【００１２】
　図１は本実施形態に係る無線電力伝送システムの一例を示している。本実施形態は、送
電装置（無線電力伝送装置）１１から、１つまたは複数存在する受電装置１２Ａ、１２Ｂ
、１２Ｃに対して無線によって電力を供給するシステムに関する。
【００１３】
　図２には本実施形態に係る無線電力伝送システムの送電装置の一例を示す。本実施形態
の送電装置２０は少なくとも１個の送電部２３を持つ。受電側は、少なくとも１個の受電
部を持つ１つまたは複数の受電装置である（後述する図２０参照）。送電部２３は自己共
振コイル、もしくはキャパシタ及びインダクタを付加して共振するコイルを使用する。そ
の自己共振コイルの形状は任意である。
【００１４】
　送電装置は、所定の電力、電圧、電流及び周波数の電力信号を送信する電力伝送駆動部
２１と、上記１または複数の受電装置に対して電力割当およびリソース割当のための計算
を行う電力割当処理部２２を有する。この構成では、電源は送電装置の外部に設けられて
いる。なお受電装置の受電部も、自己共振コイル、もしくはキャパシタ及びインダクタを
付加して共振するコイルを使用し、自己共振コイルの形状は任意である。
【００１５】
　図２では送電装置が１つで構成された例を示したが、図３の左のように複数の送電部２
３Ａ、２３Ｂ、・・・２３Ｃを用いて電力伝送を行う場合も可能である。また図３の右の
ように、それぞれ送電部２３Ａ、２３Ｂ、・・・２３Ｃをもつ複数の送電装置２０Ａ、２
０Ｂ、・・・２０Ｃで、電力伝送を行う場合も可能である。また各送電装置を制御する制
御装置２４が配置される。図３の右の場合、各送電装置の電力割当処理部を、制御装置２
４に集約してもよい。また、後述する電力伝送特性推定部（図８参照）および無線通信部
（図１４参照）も制御装置２４に集約してもよい。
【００１６】
　また、電源部も含む送電装置を図４および図５に示す。図４を見ると、電源からDCまた
はACで供給された電力が電力伝送駆動部４２に入力され、電力伝送駆動部４２において所
定の周波数、電圧、電流を持つ電力信号を出力する。電力伝送駆動部４２の出力電力信号
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は電力伝送制御部４４に入力されて、電力伝送制御部４４によって１つまたは複数の受電
装置へ送電部４１を介して送電する。電力割当処理部４３は、１つまたは複数の受電装置
に対して電力割当を行う際に、各受電装置への割当リソースの計算を行い、計算結果を電
力伝送制御部４４へ通知する。電力伝送制御部４４は、電力割当処理部４３によって計算
された割当リソースに応じて送電を制御する。図４のような構成は、例えば机上の複数の
OA機器やPCへ無線給電を行うなどの利用シーンにおいて適用される構成である。
【００１７】
　次に、図５は、図４の構成の電力割当処理部と電力伝送駆動部を入れ替えた構成を示し
ている。この場合、電力伝送駆動部４２Ａ～４２Ｃ及び送電部４１Ａ～４１Ｃはそれぞれ
複数備えられており、電力割当処理部４３は電源４６から供給されるDCもしくはACの電力
を、電力割当制御部４３で計算された割当リソースを基に各電力伝送駆動部４２Ａ～４２
Ｃへ割り当てる。電力伝送駆動部４２Ａ～４２Ｃは電力割当処理部４３から入力されるDC
またはACの電力に応じて所定の周波数、電圧、電流を持つ電力信号を送電部４１Ａ～４１
Ｃへ出力する。
【００１８】
　図５の構成の具体的な適用例を図６に示す。図６に示すように家庭内の様々な場所にあ
る複数の受電装置に対して無線電力伝送を行う場合、図中の構成例１のように配線遮断部
６１であるブレーカーに電源と電力割当処理部を備える構成や、構成例２のように太陽光
発電やバッテリーなどの分散電源部６２に電源と電力割当処理部を備えて受電装置へ送電
する構成などがあり得る。この場合、配線遮断部６１や分散電源部６２の送電電力によっ
て電力をマネージメントすることができる。例えば、配線遮断部６１で電力割当処理を行
う場合は、宅内契約電力の上限値を超えないように電力割当を実施し、分散電源部６２で
電力割当処理を行う場合は各分散電源部６２の発電量や充電容量によって電力割当を実施
できる。
【００１９】
　また、図６に示した構成例１、２以外にも図５の構成例は幅広く適用できる。例えば、
図７に示すように電気自動車への集合駐車場で無線電力伝送を行う場合は、電力施設７１
から複数台へ送電する際に供給可能な電力から割当リソースを決定する際に、本提案方式
を採用することができる。
【００２０】
　図８は本実施形態の無線電力伝送装置（送電装置）の第一の構成例を示す。この無線電
力伝送装置は、送電部４１と、電力伝送制御部４４と、電力伝送駆動部４２と、電力割当
処理部４３と、電力伝送特性推定部４５から構成される。電力伝送用コイル４１および電
力伝送制御部４４は、たとえば割当リソースに基づき受電装置に電力を伝送する電力伝送
部に相当する。
【００２１】
　送電部４１は、電力伝送のアンテナとして使用する電力伝送用コイルである。電力伝送
駆動部４２は、外部電源に基づき、所定の周波数、電圧、電流を持つ電力信号を生成して
、電力伝送用コイルへ向けて出力する。電力割当処理部４３は、複数の受電装置に対して
電力割当を行う際にリソース割当の計算を行う。電力伝送制御部４４は、電力割当処理部
４３によって決定された各受電装置に対する割当リソースに応じて電力伝送を制御する。
電力伝送特性推定部４５は、各受電装置の電力伝送効率を推定する。
【００２２】
　ここで、割当リソースは、たとえば、時分割多重を行う場合は割当期間、周波数分割多
重を行う場合には周波数と各周波数に割り当てる送電電力、また空間分割多重を行う場合
には割り当てる空間が割当リソースにそれぞれ該当する。
【００２３】
　また、時分割や空間分割多重以外に同一周波数で伝送する方法として、受電装置の負荷
インピーダンスを必要電力に合わせて制御する方法が考えられる。
【００２４】
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　本実施形態ではこれらの多重方法のいずれにおいても適用可能な電力割当の算出方法を
提案する。
【００２５】
　図９、図１０、図１１、図１２、図１３および図１４を用いて、本実施形態の無線電力
伝送装置の第一の動作例について説明する。
【００２６】
　図９に第一の動作例におけるフローチャートを記す。
【００２７】
（ステップ１：電力伝送特性の推定）
　第一の動作例では、まずステップ１として電力伝送特性推定部４５によって電力伝送効
率の推定を行う。電力伝送効率を推定する方法として、例えば電力伝送用コイルに入力さ
れた電力信号がインピーダンスの不整合により反射された際の当該反射の周波数特性を用
いて推定することが可能である。
【００２８】
　磁気共鳴型と呼ばれる無線電力伝送方式は、共振器間結合バンドパスフィルタとほぼ同
一の等価回路であらわされることが知られている（非特許文献１）。この磁気共鳴型の無
線電力伝送方式では、送受電間が結合している場合に、反射周波数特性に２つの極小値が
検出される。この反射特性の極小値は、共振器間結合バンドパスフィルタにみられる磁気
壁、電気壁と呼ばれる２つの共振モードによって現れる（非特許文献２）。共振器間結合
バンドパスフィルタでは、２つの共振モードとコイル間結合係数kとは以下のような式が
成り立つ。

【数１】

【００２９】
　なお、flow及びfhighは２つの極小となる周波数の内、それぞれ低い方と高い方の極小
となる周波数を示す。よって、反射の周波数特性から２つの極小となる周波数を測定し、
この式を用いることで結合係数を推定することが可能となる。
【００３０】
　この結合係数を用い、送電装置の電力伝送用コイルの共振の強度を示すQ値（Q1）と、
受電装置の電力伝送用コイルのQ値（Q2）を用いて、以下の式により理論上の伝送効率η
を算出することが可能である。
【数２】

【００３１】
　本提案における電力伝送特性推定部４５は、上記の方法に限らず、他の方法を用いて伝
送効率を推定してもよい。
【００３２】
（ステップ２：受電装置の送電可不可判断）
　次にステップ２として、推定した伝送効率を用いて、受電装置が伝送可能範囲内に存在
するかを判定する。伝送効率が著しく劣化している場合は送電を行わないこととする。そ
れによって、システム全体での伝送効率の著しい劣化を防ぐことが可能である。受電装置
が伝送可能範囲内に存在するか否かを判断する方法として、ステップ１で推定した伝送効
率を閾値判定することが可能である。判定する閾値を伝送効率閾値と定義すると、この伝
送効率閾値は受電装置の接続台数によって動的に変えることも可能である。例えば、接続
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台数が複数存在する場合は、伝送効率閾値を例えば80%など高く設定することでシステム
伝送効率を改善することができる。また、接続台数が１台など少数の場合には、伝送効率
閾値を50%などに低く設定して伝送効率が劣化している受電装置に対しても電力伝送を行
うことが可能となり、多様な受電装置に合わせて電力伝送が可能となる。伝送効率閾値は
上記の値に限らず設定することができる。
【００３３】
（ステップ３：受電装置の要求電力読み出し）
　ステップ２において伝送可能範囲内に受電装置が存在しない場合は再度ステップ１へ戻
り、伝送可能範囲内に存在する場合はステップ３に移行する。ステップ３では、あらかじ
めメモリに保存しておいた受電装置の要求電力情報を読みだす。この要求電力情報は次の
ステップ４での割当リソース計算時に使用する。この要求電力情報は、例えばバッテリー
への充電を行う場合はバッテリーが要求する電力を指し、バッテリーへの充電ではなく、
負荷に給電する場合は、負荷が要求する電力もしくは負荷が消費する電力が該当する。
【００３４】
（ステップ４：必須送電電力の計算・余剰割当リソースの計算）
　次に、ステップ４として電力割当処理部４３により必須送電電力及び余剰割当リソース
の計算を行う。以降のステップ４～ステップ６はすべて電力割当処理部４３によって行わ
れ、これらの手順を通して割当リソースが決定される。たとえば、以下の式により算出さ
れる各受電装置kに対する必須送電電力情報Pneed[k]によって割当リソースが決定される
。
【数３】

【００３５】
　ここで、Preq[k]及びη[k]は、受電装置kにおける要求電力情報と伝送効率情報をそれ
ぞれ表す。上記の（１）式で計算される結果は、受電装置の動作する必要最低限の電力を
供給するために必要な送電電力を表す。よって、この必須送電電力情報Pneed[k]をすべて
の受電装置に対して満足する必要があり、これを基に割当リソースのスケジューリングを
行う必要がある。このPneed[k]から算出される必須割当リソースと、割当可能リソース上
限との差分である余剰割当リソースを割り当てる方法を工夫することにより、各受電装置
に必要な電力を届けつつ、システム効率を改善することが可能となる。
【００３６】
　なお、上記の必須送電電力情報Pneed[k]の計算方法は一例であり、多重方法によっても
異なる。以降では、多重方法による必須送電電力情報の計算方法と、余剰割当リソースの
計算方法を記す。
【００３７】
（時分割多重における余剰割当リソースの計算）
　時分割多重の場合は、割当リソースは送電継続時間である。例えば、図１０のように１
電力フレーム長をTframeとして受電装置kに対して送電継続時間Tneed[k]を割り当てると
する。この場合、（１）式により算出される必須送電電力情報Pneed[k]と送電電力上限PT
x_maxを用いて、受電装置kに対する必須送電継続時間Tneed[k]が以下の式で計算される。

【数４】

【００３８】
　電力伝送を行う受電装置すべてに対して（２）式を用いて必須送電継続時間Tneed[k]を
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計算する。このTneed[k]がまず各受電装置に対する割当リソースとなる。また受電装置総
数をNとし、以下の式により各受電装置の必須送電継続時間の総和Ttotal_needを計算する
。
【数５】

【００３９】
　（３）式により計算されたTtotal_needは全受電装置が安定動作に必要な必須送電継続
時間である。このTtotal_needと電力フレーム長であるTframeの差をとることで、時分割
多重における余剰割当リソースTremを算出する。
【数６】

【００４０】
　（４）式により算出される余剰割当リソースTremが負の場合は（ステップ４－１のNO）
、受電装置数Nに対して必要となる送電能力が足りないため、Tremが正になるまで、受電
装置の内、電力伝送を行わないいずれか１つもしくは複数の受信端末を選定する（ステッ
プ４－２）。
【００４１】
　このとき電力伝送を行わない受電装置を選定する方法はどんな方法でもよく、例えばバ
ッテリーを搭載した受電装置の場合は、バッテリー残量が多い受電装置を選定することも
可能である。また、推定した伝送効率η[k]を用いて選定することも可能である。システ
ム効率を改善するためには、他の受電装置と比較してη[k]が最も小さい受電装置に対し
て電力伝送を行わないようにすることで、高いシステム効率を達成することが可能となる
。また、受電装置を使用するユーザが定義した優先度を用いて、電力伝送を行う受電装置
と行わない受電装置を分類してもよい。Tremが正の場合、余剰割当リソースTremが、ステ
ップ５にて割当リソースを決定する際に用いられる。
【００４２】
（周波数分割多重における余剰割当リソースの計算）
　周波数分割多重の場合は、図１１に示すように割当リソースは、周波数及び各周波数に
割り当てる電力である。それぞれを割当周波数及び割当電力と定義して説明する。割当が
可能な周波数分割数の上限をNfとし、各割当周波数をf[m]（1≦m≦Nf）、各周波数の割当
電力をPf[m]とすると、まず受電装置台数NはNf以下に制限される。
【００４３】
　ここで、周波数分割を実現する方法は、図３の左または右に示すように共振周波数の異
なる複数の電力伝送用コイルを用いてもよく、また各受電装置に対してマッチングをとる
周波数を変えることでも周波数分割を実現することができる。本提案では周波数分割がで
きればいかなる方法でも適用可能である。
【００４４】
A) Nf ≧ Nの場合
受電装置台数NがNf以下の場合は、割当周波数f[m]の内、受電装置台数分だけ割り当てる
。各受電装置の各割当周波数における伝送効率η[m][k]をステップ１で推定する必要があ
る。各受電装置に割り当てる割当周波数f[m]は、システム効率が最大となるように決定さ
れるのが望ましい。
【００４５】
　例えば、まず（Ｉ）各受電装置において伝送効率が最大となる割当周波数を選定する。
次に（II）受電装置kの割当周波数を比較し、もし割当周波数が他と一致していなければ
その割当周波数で電力伝送を行う。もし割当周波数が他の受電装置（例えばk’）と一致
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している場合は、他の受電装置k’と受電装置kの当該割当周波数における伝送効率を比較
し、伝送効率の高い受電装置が、当該割当周波数における割当機会を獲得する。（III）
割当機会が得られなかった受電装置は当該割当周波数の次に伝送効率が高い割当周波数を
選定し、他の受電装置と割当周波数が一致していないかを再度確認する。この（II）⇔（
III）の手順を繰り返すことでシステム効率が最大となる各受電装置における割当周波数
を決定することが可能となる。また上記以外の方法でも適用可能である。
【００４６】
　各受電装置に対する割当周波数がすべて決定したら、以下の式により受電装置kに対す
る必須送電電力Pneed[k]を計算する。このとき、割当周波数をf[m’]とすると、
【数７】

【００４７】
となる。（５）式の全受電装置の総和をPtotal_needとすると、Ptotal_needは全受電装置
に必要な電力を供給するための必須送電電力である。

【数８】

【００４８】
　このPtotal_needと送電電力上限（送電最大電力）であるPTx_maxの差をとることで周波
数分割多重における余剰割当リソースPremを算出する。

【数９】

【００４９】
　上式により算出される余剰割当リソースPremが負の場合は（ステップ４－１のNO）、受
電装置数Nに対して必要となる送電能力が足りないこととなる。このため、Premが正にな
るまで、受電装置の内、電力伝送を行わない１つもしくは複数の受電装置を選定する（ス
テップ４－２）。時分割多重の際と同様に、電力伝送を行わない受電装置を選定する方法
はどんな方法でもいい。たとえば、システム効率が最も高くなるように受電装置を選定す
ることが好ましい。Premが正の場合、余剰割当リソースPremが、ステップ５にて割当リソ
ースを決定する際に用いられる。
【００５０】
B)　Nf ＜ Nの場合
　受電装置台数がNfより大きい場合は、割当周波数f[m]の数だけ、受電装置に周波数を割
り当てる。このとき割り当てる受電装置を選定する方法は、システム伝送効率が最大とな
るように選定する方法が好ましい。ただし、またバッテリーを搭載した受電装置の場合は
バッテリー残量によって選定してもよく、また受電装置を使用するユーザが定義した優先
度を用いて選定してもよい。
【００５１】
　各受電装置に対する割当周波数の選定方法や割当電力の決定方法はNf≧Nの場合に記述
した方法と同様の方法が適用可能である。この時の必須送電電力Pneed[k]及び必須送電電
力の総和Ptotal_need及び余剰割当リソースPremは前述した式と同様の方法が適用可能で
ある。
【００５２】
　なお、周波数分割多重を実現する際に、受電装置の伝送効率もしくは要求電力の時間変
動に応じて割当周波数を動的に変更することで、システム効率を改善することが可能であ
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【００５３】
（空間分割多重における余剰割当リソースの計算）
　空間分割多重の場合は、図１２に示すように割当リソースは空間（方向）と各空間に割
り当てる電力であり、これらをそれぞれ割当空間及び割当電力と定義して説明する。割当
が可能な空間分割数の上限をNsとし、各割当空間をs[n]（1≦n≦Ns）、各割当空間におけ
る割当電力をPs[n]とすると、まず受電装置台数NはNs以下に制限される。
【００５４】
　ここで空間を分割する方法は、例えば磁気共鳴型無線電力伝送を仮定した場合、図３の
左または右に示すように、送電装置の電力伝送用コイルをアレー化して空間内の磁束方向
を制御する方法がある。その際、制御する磁束方向に依存して伝送効率が変化するため、
磁束方向により空間分割を実現することが可能である。
【００５５】
　例えば送電装置の電力伝送用コイルアレーを用いて空間分割を実現する場合、伝送効率
を推定するために各受電装置の電力伝送用コイルの方向を推定する必要がある。その方法
としては、送電装置の電力伝送用コイルアレーのコイルを１つずつ用いて受電装置の電力
伝送用コイルとの結合係数を前述した方法により計算し、送電装置におけるすべての電力
伝送用コイルと受電装置の電力伝送用コイルとの結合係数を推定することにより、各受電
装置の電力伝送用コイルの方向を推定することが可能である。送電装置の電力伝送用コイ
ルアレーにより制御可能な磁束方向は電力伝送用コイルの数に依存するため、Nsは送電装
置の電力伝送用コイルの数と等しい。また、コイルアレー以外の方法でも空間分割多重を
実現することも可能である。コイルの向きを制御するようにしてもよい。
【００５６】
A)　Ns ≧ Nの場合
　受電装置台数がNs以下の場合は、割当空間s[n]の内、受電装置台数分だけ割り当てる。
各受電装置の各割当空間における伝送効率η[n][k]をステップ１で推定する必要がある。
各受電装置に割り当てる割当空間s[n]は、システム効率が最大となるように決定されるの
が望ましい。
【００５７】
　例えば、まず（Ｉ）各受電装置において伝送効率が最大となる割当空間を選定する。次
に（II）受電装置kの割当空間を比較し、もし割当空間が他と一致していなければその割
当空間で電力伝送を行う。もし割当空間が他の受電装置（例えばk’）と一致している場
合は、他の受電装置k’と受電装置kの当該割当空間における伝送効率を比較し、伝送効率
の高い受電装置が当該割当空間における割当機会を獲得する。（III）割当機会が得られ
なかった受電装置は当該割当空間の次に伝送効率が高い割当空間を選定し、他の受電装置
と割当空間が一致していないかを再度確認する。この（II）⇔（III）の手順を繰り返す
ことでシステム効率が最大となる各受電装置における割当空間を決定することが可能とな
る。また上記以外の方法でも適用可能である。
【００５８】
　各受電装置に対する割当空間がすべて決定したら、以下の式により受電装置kに対する
必須送電電力Pneed[k]を計算する。このとき、割当空間をs[n’]とすると、
【数１０】

　となる。上式の全受電装置の総和をPtotal_needとすると、Ptotal_needは全受電装置に
必要な電力を供給するための必須送電電力である。
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【数１１】

【００５９】
　このPtotal_needと、送電電力上限（送電最大電力）であるPTx_maxの差をとることで空
間分割多重における余剰割当リソースPremを算出する。

【数１２】

【００６０】
　上式により算出される余剰割当リソースPremが負の場合は（ステップ４－１のNO）、受
電装置数Nに対して必要となる送電能力が足りないことになる。このため、Premが正にな
るまで、受電装置の内、電力伝送を行わない１つもしくは複数の受電装置を選定する（ス
テップ４－２）。時分割多重や周波数分割多重などの際と同様に、電力伝送を行わない受
電装置を選定する方法はどんな方法でもよい。たとえば、システム効率が最も高くなるよ
うに受電装置を選定することが好ましい。Premが正の場合、余剰割当リソースが、ステッ
プ５にて割当リソースを決定する際に、用いられる。
【００６１】
B)　Ns ＜ Nの場合
　受電装置台数がNsより大きい場合は、割当空間s[n]の数だけ受電装置に割り当てる。こ
のとき割り当てる受電装置を選定する方法は、システム伝送効率が最大となるように選定
する方法が好ましいが、またバッテリーを搭載した受電装置の場合はバッテリー残量によ
って選定してもよく、また受電装置を使用するユーザが定義した優先度を用いて選定して
もよい。
【００６２】
　各受電装置に対する割当空間の選定方法や割当電力の決定方法はNs≧Nの場合に記述し
た方法と同様の方法が適用可能である。この時の必須送電電力Pneed[k]及び必須送電電力
の総和Ptotal_need及び余剰割当リソースPremは、前述した式と同様の方法が適用可能で
ある。
【００６３】
　なお、空間分割多重を実現する際に、受電装置の伝送効率もしくは要求電力の時間変動
に応じて割当空間を動的に変更することで、システム効率を改善することが可能である。
【００６４】
（ステップ５：割当リソースのスケジューリング）
　ステップ４において、必須割当リソース（時分割多重の場合は必須送電継続時間Ttotal
_need、周波数分割多重の場合は周波数と必須送電電力Ptotal_need、及び空間分割多重の
場合は空間と必須送電電力Ptotal_need）と、余剰割当リソース（時分割多重の場合はTre
m、周波数分割多重の場合は残りの周波数とPrem、及び空間分割多重の場合はPrem）を計
算した。
【００６５】
　その結果を用いてステップ５では割当リソースの各受電装置への電力スケジューリング
を実行する。以降は多重方法に限らず、受電装置kに対する必須割当リソースをRneed[k]
、全受電装置に対する総必須割当リソースをRtootal_need、余剰割当リソースをRremと記
述することとする。
【００６６】
　まず各受電装置における必須割当リソースRneed[k]は必ず割り当てることで、受電対象
となるすべての受電装置に対して、要求電力を供給することが可能となる。本提案では、
必須割当リソースを割り当てつつ、余剰割当リソースRremをシステム効率が改善するよう
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に各受電装置に割り当てる方法が特徴である。この余剰割当リソースRremは受電装置が必
要とする電力を供給する上で余力となる送電能力である。この余剰割当リソースRremを各
受電装置で均等に分配してもシステム効率の改善は得られない。かといって、必須割当リ
ソースを計算する際に使用した式である要求電力／伝送効率を基に割り当てる場合は、伝
送効率が劣化している受電装置に対して優先的に割り当てることを意味するため、システ
ム伝送効率が劣化する。そこで、余剰割当リソースの場合は、必須割当リソースで計算し
た方法とは異なる評価基準を基に、余剰割当リソースのスケジューリングを行う。以下、
詳細を示す。
【００６７】
　（１）システム効率を最大化する余剰割当リソースの割当方法は、最も伝送効率の高い
受電装置に対して余剰割当リソースをすべて割り当てる方法が挙げられる。
【００６８】
　（２）また、各受電装置に対する公平性を確保しつつシステム効率を改善する方法とし
て、各受電装置の伝送効率の比に応じて余剰割当リソースを割り当てる方法が挙げられる
。
【００６９】
　（３）また、無線通信における無線リソースのスケジューリング方法として広く知られ
るPF（Proportional Fairness）スケジューリングを用いてもよい。無線通信におけるPF
スケジューリングは、時間変動するチャネルにおいて、例えば評価関数として信号対雑音
比であるSNRを用いた場合、平均SNRが高いユーザに対して送信機会を多く割り当てる方式
である。平均SNRに対する瞬時SNRの比を評価基準として採用することで、各ユーザはSNR
が高い瞬間にデータを送信する機会を得ることができる。これにより、各ユーザに対して
公平に送信機会を割り当てつつも高い伝送レートを実現することが可能である。これを本
提案の電力伝送における余剰割当リソースのスケジューリングアルゴリズムとして適用す
ることで、さらにシステム効率を改善しつつ各受電装置への公平性も維持することが可能
となる。また、図１３に示すように、評価基準とするのは平均伝送効率に対する瞬時伝送
効率を用いてもよい。また、平均要求電力に対する瞬時要求電力を用いてもよく、システ
ムに合わせて評価基準を選定すればよい。
【００７０】
　さらに、平均伝送効率を算出する際に、忘却係数（平滑化係数）を用いてどの程度の過
去の伝送効率情報を用いるかを導入することによって、伝送効率の変動速度に応じて適応
的な電力スケジューリングを行うことができる。
【００７１】
　なお、平均伝送効率ηaveは、各サンプルタイミングtiに（0<i<N）おける瞬時伝送効率
をηiとすると、以下の式によって算出できる。
【数１３】

【００７２】
　このとき、Nの大きさは、値を格納するメモリの容量に依存する。そのため、この計算
方法は、長い時間で平均をとる場合には好ましくない。そこで、移動平均を適用すること
も可能である。移動平均は様々な方法があるが、どんな方法でも適用可能である。例えば
、指数移動平均（Exponential Moving Average: EMA）を用いると、下記のような式で平
均伝送効率（EMA）が算出される。

【数１４】
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（α：平滑化係数（0≦α≦1）、η’ave：更新前の平均伝送効率）
【００７３】
　この場合、保存が必要なデータは更新前の平均伝送効率と平滑化係数のみであるので、
メモリ容量を節約できる。上記の移動平均法以外の方法でも可能である。
【００７４】
　（４）また、受電装置を使用するユーザが各受電装置に優先度を設けた場合は、その優
先度に応じて余剰割当リソースを割り当てることも可能である。その際にシステム効率を
改善する手法としては、PFスケジューリングにユーザ定義の優先度による重みづけを行っ
たWeighted PFスケジューリングを採用する方法が挙げられる。このアルゴリズムを用い
ると、ユーザが定義した優先度を考慮しつつ、システム効率を改善し、かつ受電装置間で
の公平性も維持することが可能である。
【００７５】
　以上の方法により、必須割当リソース及び余剰割当リソースを割り当てることでシステ
ム効率を改善することが可能である。なお、余剰割当リソースは上記に説明した方法以外
の割当方法を実装することも可能である。例えば、バッテリーを搭載した受電装置に対し
ては、バッテリー残量を優先度として採用してもよい。
【００７６】
（ステップ６：割当結果を基にした電力制御）
　ステップ５において決定された割当リソースのスケジューリング結果を基に、各受電装
置に供給するリソースの制御を行い、送電準備を行う。送電準備が整い次第、スケジュー
リング結果通りに送電パラメータの調整を行い、各受電装置に対して電力伝送を開始する
。
【００７７】
（本実施形態の無線電力伝送装置の第二の構成例）
　図１４は本実施形態の無線電力伝送装置の第二の構成例を示す。図１４によると無線電
力伝送装置は、電力伝送用コイル５１と、電力伝送駆動部５２と、電力割当処理部５３と
、伝送制御部５４と、無線通信部５６、通信用アンテナ５７から構成される。
【００７８】
　電力伝送用コイル５１は、電力伝送のアンテナとして使用する。電力伝送駆動部５２は
、電力伝送用コイルへ向けて、所定の周波数、電圧、電流を持つ電力信号を出力する。電
力割当処理部５３は、複数の受電装置に対して電力割当を行う際にリソースの割当計算を
行う。電力伝送制御部５４は、電力割当処理部５３によって決定された各受電装置に対す
る割当リソースに応じて電力伝送を制御する。無線通信部５５は、電力伝送効率に関する
伝送情報を受電装置とやり取りする。通信用アンテナ５７は、無線通信部５６による通信
用のアンテナである。
【００７９】
　ここで、割当リソースは、時分割多重を行う場合は割当期間、周波数分割多重を行う場
合には周波数と各周波数に割り当てる送電電力、また空間分割多重を行う場合には割り当
てる空間と各空間に割り当てる送電電力が、割当リソースにそれぞれ該当する。また、時
分割や空間分割多重以外に同一周波数で伝送する方法として、受電装置の負荷インピーダ
ンスを必要電力に合わせて制御する方法が考えられる。本実施形態ではこれらの多重方法
のいずれにおいても適用可能な電力割当の算出方法を提案する。
【００８０】
　図１５および図１６を用いて、本実施形態の無線電力伝送装置の第二の動作例について
説明する。図１５に第二の動作例におけるフローチャートを記す。第二の動作例での各ス
テップは第一の動作例の各ステップとほぼ同様の方法を適用可能であるため、異なる点を
詳細に述べる。
【００８１】
（ステップ１：電力伝送特性の収集）
　第二の動作例では、まずステップ１として無線通信部５６を利用して、各受電装置の電
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力伝送効率の収集を行う。第一の動作例では、反射周波数特性を用いた結合係数kの推定
により、理論上の伝送効率を推定した。この場合、電力伝送用コイル間での伝送効率を推
定することは可能であるが、受電装置のインバータなどの内部機器でのロスやインピーダ
ンスミスマッチングによるロスを考慮できないため、実際に負荷に供給されるまでの伝送
効率とは異なる。
【００８２】
　そこで第二の動作例では、例えば受電装置において負荷に供給される電力を測定し、そ
の値（電力伝送特性情報）を受電装置の無線通信部によりフィードバックすることで、負
荷に供給されるまでの伝送効率を算出する。これにより、ステップ４で計算する必須送電
電力計算の誤差精度を改善することができる。ステップ１でフィードバックされる電力伝
送特性に関する情報は、伝送効率が計算可能なパラメータであればどのパラメータをフィ
ードバックしてもよい。
【００８３】
（ステップ２：受電装置の送電可不可判断）
　ステップ２の受電装置が伝送可能範囲に存在するかの送電可不可判断は、第一の動作例
のステップ２と同様の方法で実現可能である。
【００８４】
（ステップ３：受電装置の要求電力の収集）
　ステップ３では、受電装置の要求電力を受電装置の無線通信部から送電装置へフィード
バックするステップである。第一の動作例では、事前にメモリに保存した受電装置のみ要
求電力情報を得ることを想定していたが、第二の動作例では受電装置からフィードバック
することで、いかなる受電装置に対しても本提案方式が適用可能となる。
【００８５】
（ステップ４～６：割当制御全体）
　ステップ４～６以降は第一の動作例と同様の手順を適用可能である。ステップ４～６に
おいて、第二の構成例では無線通信部を有するため、より伝送効率や要求電力の時間変動
に合わせたスケジューリング機構を導入することが可能である。また、第一の構成例にお
ける第一の動作例では、伝送効率推定のために送電を停止するかもしくは伝送効率を劣化
させる必要があったが、無線通信機を有するため送電を停止することなく伝送効率情報を
得ることができる。
【００８６】
　図１６に第二の動作例におけるフローチャートの変形例を示す。図１６では、図１５の
ステップ１とステップ３が統合されている。図１５の動作フローでは2度にわけて無線通
信部を使用する必要があるが、図１６に示す変形例では、電力伝送特性情報と要求電力情
報を1度に収集することで、手順の簡略化が可能となる。ステップ４以降は、図１５の第
二の動作例のフローチャートと、図１６の変形例のフローチャートは同一である。
【００８７】
　図１７を用いて、本実施形態の無線電力伝送装置の第三の動作例について説明する。図
１７に第三の動作例におけるフローチャートを記す。第三の動作例では、第二の動作例の
各ステップに対し、さらにステップ３－１として受電装置負荷情報の収集処理が追加され
ている。これにより第二の動作例と比べて、ステップ４での受電不可端末の選定や、ステ
ップ５での余剰割当リソース割当の計算方法が異なるものとなっている。以下、詳細を説
明する。
【００８８】
（ステップ１～３：電力伝送特性の収集・受電装置の送電可不可判断・受電装置の要求電
力の収集）
　第三の動作例におけるステップ１～３は、第二の動作例と同一の方法を適用可能である
。
【００８９】
（ステップ３－１：受電装置負荷情報の収集）
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　第三の動作例ではステップ３－１として、受電装置の負荷情報を無線通信部５６により
収集する手順が追加されている。受電装置の負荷情報とは例えば以下が挙げられる。
　　●　負荷の種類
　　●　負荷の値
　　●　負荷駆動情報
　　●　バッテリーの場合はバッテリー残量
　　●　バッテリーの場合は充電方法及び充電レート（普通充電か急速充電か）
【００９０】
　負荷の種類とは、受電装置がバッテリーを搭載しておりバッテリーへの充電を行うデバ
イスなのか、バッテリーを搭載せず例えばCPU等の負荷に給電しつつ動作させるデバイス
なのか、バッテリーへの充電とともに負荷への給電も行うデバイスなのかを示す。
【００９１】
　負荷の値とは、電力が供給される負荷インピーダンスの値を示す。
【００９２】
　負荷駆動情報とは、受電装置の負荷が駆動しているか否かを示す情報である。
【００９３】
　また、バッテリーの場合はバッテリーの残量や、急速充電等も実現可能であるため、バ
ッテリーへの充電方法（定電圧充電、定電流充電）と充電レート情報も含む。
【００９４】
　これらの負荷情報を、ステップ４～５において、特に受電不可端末の選定と余剰割当リ
ソースの割当方法に使用する。
【００９５】
（ステップ４：必須送電電力の計算・余剰割当リソースの計算）
　ステップ４において、多重方法によって異なるが、前述した（１）式等により、必須送
電電力の計算を行う。このときの、要求電力Preq[k]は負荷の種類によって異なる。
【００９６】
　例えば、負荷に電力を給電しつつ動作する受電装置（以下給電端末）の場合は、負荷の
消費電力がPreq[k]に該当する。バッテリーへ充電する受電装置（以下充電端末）の場合
は、バッテリーが要求する電力がPreq[k]に該当する。バッテリーに充電しつつ、負荷に
も電力を給電する受電装置（以下充給電端末）の場合には、負荷の消費電力＋バッテリー
の要求電力がPreq[k]に該当する。
【００９７】
　その後、ステップ４では時分割多重の場合は（４）式、周波数分割多重の場合は（７）
式、空間分割多重の場合は（１０）式により、余剰割当リソースを計算する。この余剰割
当リソースが負になった場合は、受電不可端末の選定を行う必要がある。
【００９８】
　このとき、受電可能な受電デバイスは給電端末、充給電端末、充電端末の順に優先され
る。これは、給電端末の場合は電力供給が途切れるとバッテリーを搭載していないために
電源OFF状態となってしまうことが理由である。一方、充給電端末と充電端末はバッテリ
ーを持ちうるため一時的に無線による電力供給が途切れてもバッテリーからの電力供給で
賄える。このため、優先度が低く、受電不可端末として選定されやすい。さらに、充給電
端末及び充電端末が複数存在する場合は、バッテリー残量の少ない端末が優先的に受電可
能とし、バッテリー残量が多い端末を受電不可端末として選定する。これにより、バッテ
リー残量がなくなる機会を防止することが可能である。
【００９９】
　ただし、負荷の種類が同一であり、充給電端末及び充電端末においてバッテリー残量に
大きな差がない場合には、第一の動作例及び第二の動作例のように伝送効率を基準として
受電不可端末を選定してもよい。
【０１００】
（ステップ５：割当リソースのスケジューリング）



(17) JP 5649603 B2 2015.1.7

10

20

30

40

50

　次にステップ５における余剰割当リソースの割当方法にも、この負荷情報を用いて割当
方法を変えることで、さらに公平性を得ることができる。余剰割当リソースの割当は基本
的には、伝送効率を基にスケジューリングすることでシステム効率を向上することができ
、さらにPFスケジューリング等の公平性を考慮したスケジューリング機構の導入により、
システム効率の改善と、受電デバイス間の公平性を確保することができる。しかし、例え
ばバッテリー残量がない受電装置の伝送効率が常に低い場合は、割当機会が得られず再度
バッテリー残量がなくなる可能性もある。そこで、バッテリー残量を優先度としてWeight
ed PFスケジューリングを行う等の方法により、バッテリー残量が少ない受電装置に対し
て優先的に割り当てることも可能である。
【０１０１】
　逆に、バッテリー残量がフル充電に近い受電装置を優先してもよい。これはフル充電間
近の受電装置に優先的に割り当てて、当該受電装置をフル充電にしてしまうことで割当候
補から外すことができ、結果として他の受電装置に対する割当リソースを増加させること
が可能である。これらは、各受電装置のバッテリー残量に応じて動的に変えることが可能
である。
【０１０２】
　図１８に第三の動作例におけるフローチャートの変形例１を示す。図１８では、図１７
のステップ３とステップ３－１が統合されている。図１７では2度にわけて無線通信部を
使用する必要があるが、図１８に示す変形例では、要求電力情報と負荷情報を1度に収集
することで手順の簡略化が可能となる。ステップ４以降は、図１７の第三の動作例のフロ
ーチャートと図１８のフローチャートは同一である。
【０１０３】
　図１９に第三の動作例におけるフローチャートの変形例２を示す。図１９では、図１７
のステップ１とステップ３とステップ３－１が統合されている。図１７では3度にわけて
無線通信部を使用する必要があるが、図１９に示す変形例では、電力伝送特性情報と要求
電力情報と負荷情報を1度に収集することで手順の簡略化が可能となる。ステップ４以降
は、図１７の第三の動作例のフローチャートと図１９のフローチャートは同一である。
【０１０４】
　図２０は本実施形態に適用される無線電力伝送システムの受電装置の一例を示す。
【０１０５】
　本実施形態に適用される受電装置は、１つまたは複数の受電部を持つ受電装置であり、
無線によって電力を供給される受電装置である。図２０の構成以外にも、幅広く種々の構
成を適用可能である。図２０の左の受電装置は、受電部１０１と、整流器１０２と、負荷
部１０３と、電力制御部１０４と、無線通信部１０５を備える。図２０の右には、複数の
受電部１０１Ａ、１０１Ｂ、・・・１０１Ｃを備える受電装置の構成を示す。
【０１０６】
　図２１に本実施形態の無線電力伝送受電装置の第一の構成例を示す。本実施形態は、無
線により電力を受け取る受電部１０１と、受電部１０１から得られる高周波の電力信号を
DCに変換する整流器１０２と、整流器１０２に接続された負荷部（負荷装置）１０３と、
負荷部１０３において消費される電力をモニタする電力制御部１０４と、電力制御部１０
４において算出されたフィードバック情報（第三の電力情報あるいは要求電力情報）を送
電装置へ送信するための無線通信部１０５から構成される無線電力伝送受電装置において
適用される。ここでは負荷部（負荷装置）１０３は受電装置の内部に設けられているが、
受電装置の外部に設けられても良い。
【０１０７】
　ここで、本実施形態の電力制御部１０４では、負荷部１０３における消費電力である第
一の電力情報をモニタする。次に、ユーザによって入力されるか、もしくは受電装置の種
類または負荷部１０３の種類によって決定される第一の優先度から、第二の電力情報を算
出する。最後に、モニタした第一の電力情報と算出した第二の電力情報を基に、第三の電
力情報を算出して、無線通信部１０５を用いて送電装置へ送信する。
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【０１０８】
　なお、本実施形態の受電装置における負荷部１０３は以下の3つのケースが想定される
。　
　　case 1.バッテリーを搭載していないデバイスにおいて供給された電力のみを使って
駆動する負荷（給電端末に相当）
　　case 2.電力が充電されるバッテリー（充電端末に相当）
　　case 3.バッテリーと供給された電力を使って駆動する負荷の組み合わせ（充給電端
末に相当）
【０１０９】
　本実施形態では、これらすべてのケースに適用可能である。本実施形態の第一の電力情
報は、これらの負荷の種類によって多少異なる。例えばcase1の場合は負荷における消費
電力を指し、case2ではバッテリーに充電される充電電力もしくはバッテリーが要求する
要求電力を指し、case3では負荷における消費電力とバッテリーでの充電電力もしくは要
求電力の和で算出される電力を指す。なお、本実施形態では上記の3ケース以外にも電力
を消費するデバイスに対して広く適用可能である。第二の電力情報および第三の電力情報
の詳細については後述する。
【０１１０】
　図２２および図２３を用いて、本実施形態の無線電力伝送受電装置の第一の動作例につ
いて説明する。図２２に、当該第一の動作例におけるフローチャートを記す。
【０１１１】
　本実施形態の第一の動作例では、受電開始前から受電終了までの動作を説明する。本実
施形態の無線電力伝送受電装置が受電を開始する前に、ステップ１として送電装置からの
通信信号もしくは電力信号により、送電装置の近接を認識する必要がある。もし受電装置
がバッテリーを有さない場合やバッテリー残量がゼロになっている場合は通信信号を受信
できないため、送電装置からの試し送電によって電力供給を受けて送電装置の存在を確認
する。もし受電装置がバッテリーを有していて、さらにバッテリー残量がゼロではない場
合は、無線通信によって送電装置の検出を行ってよい。
【０１１２】
　次にステップ２として、第三の電力情報の算出を行う。第三の電力情報とは送電装置側
では要求電力として受信される情報である。この第三の電力情報の決定方法は図２３を用
いて後述するが、第三の電力情報によって期待される割当リソースの増減を受電装置側で
コントロールすることができる。第三の電力情報が０になった場合は受電を終了するが、
第三の電力情報が０でない場合は、次のステップに移行する。
【０１１３】
　次にステップ３ではステップ２で算出した第三の電力情報を送電装置に送信する。第三
の電力情報を送信すると、ステップ４で割当待機に遷移する。このとき割当がなければス
テップ２の第三の電力情報を算出するモードに遷移する。割当があればステップ５の受電
に移る。ステップ５の受電はある一定期間に区切られた電力フレーム内で受電されるが、
電力フレームが終了するとステップ２に戻る。ステップ２で再度第三の電力情報の計算を
行い、第三の電力情報が０になった場合は受電が終了する。第三の電力情報が０でない場
合は再度ステップ３に入ってループする。
【０１１４】
　ステップ２を詳細に説明するための図が図２３である。ステップ２は第三の電力情報を
送信するステップであるが、このとき第三の電力情報の算出方法を説明する。
【０１１５】
　第三の電力情報は送電装置では受電装置が要求する電力情報として認識される。つまり
、本実施形態の無線電力伝送受電装置では第三の電力情報を意図的に増減させることで、
受電装置側で割当リソースのコントロールを可能とする。
【０１１６】
　第三の電力情報は、第一の電力情報と第二の電力情報から算出される。第一の電力情報
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は、負荷部にとって常時給電を維持するための必須となる電力情報である。次に、第二の
電力情報は、第一の優先度情報と第一の電力情報から算出される。この第二の電力情報は
優先度に応じて増減する電力情報であり、例えば図２３に示すような式で算出される。
【０１１７】
　第二の電力情報（Ｐ１２）＝第一の優先度情報（Ａ１）×第一の電力情報（Ｐ１１）
　第一の優先度情報（Ａ１）は―１以上の値をとり、すなわち第二の電力情報（Ｐ１２）
の値域は―Ｐ１１≦Ｐ１２となる。
【０１１８】
　さらに第三の電力情報は下記の式によって算出される。
【０１１９】
　第三の電力情報（Ｐ１３）＝第一の電力情報（Ｐ１１）＋第二の電力情報（Ｐ１２）
　第二の電力情報（Ｐ１２）の値域が―Ｐ１１≦Ｐ１２であるので、第三の電力情報（Ｐ
１３）の値域はＰ１３≧０である。つまり、第二の電力情報（Ｐ１２）は必要電力を指す
第一の電力情報を第一の優先度情報に応じて増減させるための電力情報であり、負荷が必
要とする電力以下で給電する場合は第二の電力情報が負に設定し、負荷が必要とする電力
以上で給電する場合は第二の電力情報が正の場合に設定することで、第一の電力情報に示
される負荷が必要とする電力に応じて制御することが可能となる。
【０１２０】
　さらに、第一の優先度情報は固定値でも変動値でも適用可能である。例えば図２２のス
テップ４で割り当てられなかった受電装置に対しては第一の優先度情報を増加させるか、
もしくは割り当てられた受電装置に対しては第一の優先度情報を減少させるように値を更
新することで、割当機会の少ない受電装置にリソースを割り当てることが可能となりリソ
ース割当に公平性を持たせることができる。
【０１２１】
　この第一の優先度情報は、ユーザからの入力手段を持つ構成においてユーザからの入力
によって設定されたり、受電装置のデバイスの種類や負荷の種類によって任意に設定され
る値を用いたりしてもよい。
【０１２２】
　なお、第一の優先度情報及び第二の電力情報、第三の電力情報を算出する方法はこれに
限らず、逸脱しない範囲内でその他の式を用いてもよい。
【０１２３】
　以上に述べた本発明の実施形態は、無線電力伝送技術に幅広く適用可能であり、また有
線による電力供給技術やスマートグリッドなどにも応用可能である。
【０１２４】
　なお、本発明は上記実施形態そのままに限定されるものではなく、実施段階ではその要
旨を逸脱しない範囲で構成要素を変形して具体化できる。また、上記実施形態に開示され
ている複数の構成要素の適宜な組み合わせにより、種々の発明を形成できる。例えば、実
施形態に示される全構成要素から幾つかの構成要素を削除してもよい。さらに、異なる実
施形態にわたる構成要素を適宜組み合わせてもよい。
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